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評価調査結果要約表 

1．案件の概要 

国名：フィリピン 案件名：フィリピン IT 人材育成プロジェクト 

分野：情報通信技術 援助形態：技術協力プロジェクト 

所管部署：社会開発部第三グループ 

       運輸交通・情報通信第二チーム 

協力金額（評価時点）：約 5.3 億円 

協 力

期 間 

(R/D)2004 年 7 月 20 日

～2008 年 7 月 19 日 

先方関連機関：フィリピン大学ディリマン校工学部 

コンピューターサイエンス学科・電気電子工学部 

1-1. 協力の背景と概要 

近年、情報技術(IT)産業は世界的に発展を続けており、多くの途上国にとって IT 産業の振興と IT エ

ンジニアの人材育成は急務となっている。 

フィリピンでは、「21 世紀に向けたフィリピン国家開発計画」の一環として国家情報技術審議会によっ

て「21 世紀に向けた IT 行動計画」が作成され、情報技術分野における期待、プログラムや事業活動等

に関する提言がなされた。 

フィリピン国立大学(UP)は独自の科学技術パーク事業の一環として、IT 人材の育成を目的としたフィ

リピン大学 IT 研修センター(UP-ITTC)設立計画を立案、本国家 IT 計画の実現を支援しようとしている。

このような状況下、フィリピン政府は日本に対し、2001 年 4 月に UP-ITTC 設立のための技術協力プ

ロジェクトの要請を行った。要請内容は、大学既卒者を対象とした年間 400 名の IT 技術研修を行うため

の研修センターを設立し、あわせて IT 分野の教官とカウンターパートを対象に IT 研修センターの運営

に必要な技術・能力を技術移転する技術協力プロジェクトを実施しようというものである。研修センター

では OJT 機会の提供や日本語の研修も行い、企業への就職斡旋機能も持たせたいとしている。 

これらの背景の下、技術協力プロジェクト「フィリピン IT 人材育成プロジェクト」はフィリピン IT 分野で

の人材育成、産業界との連携において主要な役割を担うことを期待されて採択された。プロジェクトの

期間は 2004 年 7 月 20 日から 4 年間である。 

正式採択後の2004年6月、JICA及びUPはRecord of Discussion (R/D)に署名し、2004年7月JICA

は専門家の派遣を開始した。その後、2006 年 6 月～7 月にかけて中間評価を実施し、活動方針の協

議・確認を行った。また、中間評価実施後の活動を経て、2008 年 2 月 24 日～3 月 8 日の期間におい

て終了時評価を実施した。 

 

1-2. 協力の内容 

(1) 上位目標 

ビジネス分野において中心的に活躍できる能力のある IT 技術者が、UP-ITTC の活動により継続的

に供給される。 

(2) プロジェクト目標 

フィリピン IT 産業界のニーズに合った IT 研修を大学卒業生及び IT 技術者に対して効率的に実施

できるようになる。 

(3) 成果 

0) プロジェクト/IT 研修センターの組織・機能が確立・強化される。 

1) IT コア/アプリケーション開発/エンベデッドシステム/ネットワークシステム・コースに関する講師の

指導能力や知識が改善される。 

2) フィリピンサイドが、IT 産業界のニーズを満たすクオリティでかつ持続可能な方法で、IT 研修を提

供できる。（研修コース立案、カリキュラム・研修教材・指導方法開発、内容改訂） 

3) IT 産業界と強いパートナーシップが築かれ、維持される。（カリキュラム開発、スポンサー、雇用機

会等） 

4) プロジェクト/IT 研修センターが IT 研修機関として認知される。 

(4) 投入（評価時点） 

日本側： 

 長期専門家派遣：延べ 7 名 
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 短期専門家派遣：延べ 20 名 

  研修員受入：延べ 13 名 

 機材供与： 244,668,000 円(2008 年 3 月時点での暫定値) 

相手国側： 

 カウンターパートの配置：40 名 

 ローカルコスト負担：建物・施設・機材の提供、予算措置 

2．評価調査団の概要 

調査者 団長/総括：内藤 智之 JICA 社会開発部運輸交通・情報通信第二チーム長 

協力企画：後藤 隆寛 JICA 社会開発部運輸交通・情報通信第二チーム 

評価分析：今野 公博 株式会社 VSOC 事業部コンサルタントグループ 

調査期間 2008 年 2 月 24 日～2008 年 3 月 8 日 評価種類：終了時評価 

3．評価結果の概要 

3-1. 実績の確認 

4 年間のプロジェクト活動の結果、成果（アウトプット）は全ての指標で設定時の数値目標を達成して

いることから、予定通り確保されたと判断される。 

プロジェクト内管理チームにて、プロジェクト/UP-ITTC の機材管理記録、会計報告、組織図、個人フ

ァイルを適切に管理・記録している。また、十分な人数が雇用され、プロジェクト実施場所の確保、カウ

ンターパートの予算措置がなされており、必要機材も供給されている。機材のメンテナンスについてもプ

ロジェクト・ミーティングが開催されるごとに報告されており、プロジェクト/UP-ITTC の組織体制は確立し

ている（アウトプット 0）。 

日本人の長期・短期専門家、現地専門家からの技術移転に加え、カウンターパート間での技術的知

識、能力の共有・向上のために内部でのトレーニングが実施された。また、カウンターパートは能力向上

のために短期コースにも参加している。こういった活動により、カウンターパートはより広い範囲の科目

の研修を実施できるようになった。このことは過去と現在のカリキュラムを比べることにより、特定科目へ

の実習の偏りや卒論への時間集中がなくなったことにより確認できる。（アウトプット 1）。 

四半期/半期に分野ごとに開催される「カリキュラム・ワーキング・グループ・タスク・フォース会議」を有

効に活用し、参加者であるIT産業界からのニーズに即したカリキュラム・教材・指導者用手引きの開発・

改訂を行い、研修を実施している。「フルタイムコース」、「短期コース」、「Y4IT」等への参加者の目標値

（フルタイムコース：200 名、短期コース：1500 名に対し 2008 年入学者見込みを加えるとフルタイム：306

名、短期コース：1800 名、Y4IT に目標値はないが、2004 年からの累計で約 41,300 人が参加。）を達成

し、「PhilNITS（フィリピン国家ＩＴ資格財団）」合格率もほぼすべての回でフィリピン全体の平均合格率を

上回っている（4 回の実施中 3 回）（アウトプット 2）。 

「アドバイザリー・ボード会議」は計画通り年に二回以上開催されている。「インダストリー・コラボレー

ション・ワーキング・グループ会議」は開催されていないが、会議の目的は上述の「カリキュラム・ワーキ

ング・グループ・タスク・フォース会議」と「参加者によるプレゼンテーション」に移管されて、カリキュラム

内容に反映されている。産業界から合計 30 名以上の講師を招いての講義も実施されており、奨学金、

寄付金等の産業界からの支援も毎年確実に得られている（2006年～2008年の奨学生数：78名、スポン

サー企業数：2006 年 20 社、2007 年 15 社）（アウトプット 3）。 

パンフレット、ウェブサイト、その他広告素材等の関係書類は適切に準備され、さまざまな会議等で活

動紹介を実施している。「フルタイムコース」、「短期コース」、「Y4IT（情報技術のための青年会議）」等

への参加者、UP-ITTC 入学試験への応募者も毎年増加（2005～2007 年の応募者はそれぞれ 181、

342、355 名。）しており、プロジェクトの認知度は高まっていると考えられている（アウトプット 4）。 

上記から、プロジェクト目標はおおむね達成されたといえる。すべての指標において、設定時の数値

目標を達成している。 

プロジェクトの実施プロセスに関しても、「カリキュラム・ワーキング・グループ・タスク・フォース会議」が

形成され、「インダストリー・コラボレーション・ワーキング・グループ会議」が廃止される等の変化はあっ

たが、プロジェクト目標達成に向けた発展的な変化であるため、プロジェクト実施のプロセスは良好であ

った。 

 



 

iii 

3-2. 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

妥当性は高い。フィリピンでは、「フィリピン国家科学技術計画」の一環として、「21 世紀に向けた

IT 行動計画」を作成し、情報技術分野における期待、プログラムや事業活動等に対する提言を行っ

た。ＵＰは独自事業の一環として工学系を中心とした大卒者を対象として高度かつ実践的なＩＴ人材

の育成を目的としたフィリピン大学ＩＴ研修センター設立計画を立案し、国家科学技術計画の実現を

支援しようとしていた。本プロジェクト目標はこれらの計画に整合し、かつ日本の「アジア IT イニシア

チブ」のＩＴ・ソフトウェア人材の育成プログラムに整合し、JICA の「2007 年度国別事業実施計画」の

重点分野、人材育成・制度作りの中の情報通信技術の振興にも整合することから、日本の援助方針

にも合致している。 

(2) 有効性 

有効性は高い。プロジェクト目標と成果のすべての指標が達成されている（詳細は 3-1.実績の確

認を参照）。 

UP-ITTC スタッフの積極的な姿勢、UP 管理部門・工学部からの支援、応募者募集の際の JICA と

UP のブランド名、日系、その他の IT 企業からの援助がプロジェクト目標達成に貢献した要因として

挙げられる。 

成果の指標達成がプロジェクト目標の達成に寄与していることから、プロジェクト目標達成のため

に設定された成果は十分であると判断される。 

(3) 効率性 

効率性は高い。実施された活動はアウトプット産出に十分なものであり、投入もすべて活動実施の

ために適切に用いられた。専門家派遣のタイミング、内容についてもカリキュラム作成のプロセスが明

確になったことによりタイミングの良い投入の実施が可能となり、中間評価時点で指摘された内容か

ら改善され、十分なアウトプット産出に至った。IT 産業界との連携についても IT 企業が実施する講義

「キャリアトーク」、奨学金制度等さまざまな活動が実施されており、これらの活動が学生の就職に結

びつく等プロジェクトの成果指標の達成に大きく寄与した。 

(4) インパクト 

UP-ITTC への応募は継続的に増加しており、また、フィリピン社会へのインパクトは確実に増大し

ている。「Y4IT」への参加者は 2006 年で約 12,000 人、2007 年が約 16,800 人である。更には専門学

校、大学からの UP-ITTC 訪問回数が増加しており、入学試験の開催地域も拡大している。これらの

応募者、訪問者の増加が、産業界との連携強化に寄与している。また、Y4ＩＴはフィリピン若年層のＩ

Ｔ関連知識の普及に貢献すると共に UP－ITTC の財務基盤強化の面でも貢献した。 

更なるインパクト発現のための課題としては以下があげられる。 

年間 100 名がフルタイムコース参加人数の上限であることから、年間 400 名の卒業生輩出は

UP-ITTC が恒常的な研修場所を確保できるという外部条件の達成が必要であり、この外部条件の

達成の目途は現況で立っていない。よって、400 名に達するのは現況では難しい。上位目標のため

にはこの条件の達成が必要となる。 

(5) 自立発展性 

平均あるいは高い自立発展性を見込むことが出来る。 

1) 政策・制度上の自立発展性について 

フィリピン政府は IT 人材育成を優先事項として継続する予定であり、プロジェクト期間終了後、

UP-ITTC は UP 工学部傘下の国立エンジニアリング・センター(NEC)に位置づけられる。フルタイム

コース（学位なし）を修士課程とする、もしくは学位を与えるよう変更することが提案されているため、

学位取得を希望する入学者の増加が見込まれる。 

2) 技術的な自立発展性について 

日本人専門家、現地専門家からの技術移転を通じてカウンターパートの知識・技術は向上して

いる。カウンターパートはプロジェクト終了後、日本人専門家に代わる知識・技術の新たな情報獲

得源を確保しなければならないが、内部研修の拡充、カウンターパートの短期コースへの参加等

必要に応じて知識・技術を向上させる活動が実施されているため、知識・技術の向上にかかる活動

の継続が見込まれる。 

3) 管理部門の自立発展性について 
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UP-ITTC と日本の IT 産業界の連携を維持する活動は行われており、UP-ITTC はこの点につき

自信を持っているが、日系ＩＴ企業との連携に関しては語学・商習慣の違い等の事情もあり日本人

専門家が担う役割、影響が大きかった。日本人専門家に代わる日系 IT 企業に対するマーケティン

グ活動の実施が評価チームの懸念事項である。 

4) 財務上の自立発展性について 

現行の活動規模を維持する場合、UP-ITTC の運用費用は、トレーニング費と寄付およびファンド

レイジング（イベント開催による寄付募集）によってまかなえるという財務分析がなされている。しか

し、現在の機材の更新、活動の拡張を検討する場合、多額の費用が必要となることを念頭に今後も

適切な予算の確保をしていかなければならない。 

 

3-3. 効果発現に貢献した要因 

（1） 計画内容に関すること 

カウンターパートとして UP スタッフだけでなく、他大学や産業界のスタッフを取り込んでいたこと

は本プロジェクトの運営上の調整を図る手段として適切な枠組みであった。 

 

（2） 実施プロセスに関すること 

   カリキュラム・ワーキング・グループ会議をカリキュラム・ワーキング・グループ・タスクフォース会議

へと変更し、分野別に会議を実施することにしたことで、目的がより明確になり、関係者間の情報の

整理、問題点の抽出、解決方法の検討を行う上で役立っている。 

 

3-4. 問題点及び問題を惹起した要因 

（1） 計画内容に関すること 

特に問題点は見られなかった。 

 

（2） 実施プロセスに関すること 

カウンターパートのほとんどが半年間の契約であるため、カウンターパートの変更がある度に本

プロジェクトの内容について理解を求める必要が生じたことが本プロジェクトの円滑な実施の妨げと

なった。 

 

3-5. 結論 

・ プロジェクトは、プロジェクト目標と成果目標に概ね計画通り到達した。 

・ プロジェクトは 2008 年 7 月 19 日で終了することになっている。 

・ しかしながら、プロジェクトの自立発展性、特に管理部門の自立発展性（日本人専門家に代わる日

系 IT 企業へのマーケティング実施能力強化）を担保するため、終了時評価チームは 1 年間のプロ

ジェクト期間の延長を進言する。 

 

3-6. 提言 

(1) プロジェクトの残存期間で行うべき事項 

プロジェクト期間終了までの残存期間が約 3 ヶ月という状況にあるものの、短期専門家や機材の

投入予定があり、これらはプロジェクト目標達成に必要であるところ、終了時評価の提言として記載

する。 

1) NEC ビルへの移転 

2008 年 10 月までに現在の CSRC ビルから UP キャンパス内の NEC ビルに移る必要がある。

UP-ITTC の移設を効果的に実施するため、評価チームは UP が ITTC 移設に係る予算措置を行う

ことを提案した。 

2) NEC 傘下としての UP-ITTC の設立 

UP-ITTC は他の工学部傘下のセンターと同様、UP 工学部傘下のセンターとして位置づけられ

ることとなるよう提案した。 

3) UP-ITTC の Director と Deputy Director の配置 

UP-ITTC の機能を保持するために、Director と Deputy Director を 3 年間は配置することが必
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要である。 

4) 短期専門家による技術移転 

PO（Plan of Operation）に基づき、最大 2 名の短期専門家が派遣される。短期専門家の役割に

ついては早急に検討する必要がある。 

5) 機材調達 

プロジェクト終了までに最終の機材調達、供与が行われる。 

(2) プロジェクト終了後に行うべき事項 

1) 現状と同等またはそれ以上のトレーニングプログラムの維持 

UP-ITTC の成果を維持・向上させるために、日本語の選択授業を含む現在と同等以上の内容

のトレーニングが継続されることが必要である。 

2) 現状と同等またはそれ以上の IT 産業界との連携の維持 

IT 産業界との連携を維持・向上させるために、現在の内容が継続され、新たなプログラムが開

発されることが必要である。 

3) Y4IT のような資金調達活動の継続 

UP-ITTC の財政面での自立発展のために、「Y4IT」、「短期コース」等の資金調達活動が行わ

れることが必要である。 

4) マーケティング、管理チームへのチームリーダーの配置 

     組織的な管理体制を強化するために、マーケティング、管理チームへチームリーダーを恒常的

に配置することが必要である。 

5) IT 産業界へのマーケティング活動の強化 

UP-ITTC はより多くの機材、資金の寄付を得られるよう努力する必要がある。 

6) 日本人専門家派遣の検討（機材メンテナンス、カリキュラム構築、産業界との連携） 

終了時評価の結果は肯定的なものであるが、機材メンテナンス、カリキュラム構築、産業界と連

携の分野に関する専門家派遣はプロジェクトにとって非常に有益であるため、プロジェクト期間中

に実施すべきである。 

 

3-7. 教訓 

(1) 自立発展性の担保のために「Y4IT」のような活動を通じて、資金調達と啓蒙を行うことはプロジェク

トにとって非常に重要である。 

(2) 本件のような（内外部の関係者を多く有し複雑な調整を必要とする）タイプのプロジェクトでは、プロ

ジェクトマネージャーの人格と裁量が非常に重要となる。 

(3) プロジェクトの成功には実施機関（大学）上層部からの支援が必要である。 

(4) プロジェクトの自立発展性を担保するためには、機材のメンテナンス費用の確保は非常に重要で

あり、機材のメンテナンス費用を減価償却などの概念で早期から財務予測に組み込むことが肝要

である。 

(5) 本件のような人材育成・輩出モデル型のプロジェクトを成功させるためには、受け皿となる市場に負

うところが大きい。このため、受け皿となる人材市場の継続的なモニタリング・調査が、適切な運営

計画作成のために必要不可欠である。 

(6) カリキュラム内容における IT 産業界との緊密な連携は、研修計画立案に重要である。 

(7) 「Y4IT」のようなイベントは、フィリピン国内の学生に対して IT の様々な分野について多くの専門家

から学べる機会を提供することで、多くの参加者を確保することができている。 

(8) IT 分野の技術は進歩が早いため、カリキュラムの継続した改訂が必要である。 

 




